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生活基盤・移住・定住 ～さらなる発展への生活環境をつくるまち～ 

（５０）空き家等解体事業補助金 

【担当部署】企画課定住促進係 

【電話番号】0167-44-2133  
【窓口の場所】役場庁舎 ２階 

【ホームページアドレス】 

http://www.town.nakafurano.lg.jp/hotnews/detail/00002084.html 

【補助金の内容】 

・町内における空き家等の解体を促進し、生活環境の保全と安心で安全なまちづくりの推進を図る

ため、建物を解体する者に対し、補助する。 

【対象事業】 

・次のいずれにも該当するもの 

①所有者等が所有又は管理する空き家等であること。ただし、所有者等（居住していた者を含む。）

が新たに居住の用に供する建築物を建設するために解体する空き家等は除く。 

②公共事業等による移転、建替え等の補償の対象でないもの。 

③空き家等に所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、所有権以外の権利が設定されて

いる場合は、当該権利者から除却について同意を得ていること。 

 

【補助対象者】 

・次のいずれにも該当する方。 

①町内に所在する空き家等の所有者等 

②町税等を滞納していない方（所有者等が町外者の場合は、当該市町村における市町村民税等を含

む）又は滞納しないことを確約できる方 

③補助対象者本人及びその世帯の構成員に、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団、同条第６号に規定する暴力団員が含まれ

ていない方 

④補助対象者本人及びその世帯の構成員に、暴力団又は暴力団員と密接な関係を有し若しくは社会

的に非難される関係を有する者が含まれていない者 

 

【補助対象工事】 

・同一敷地内に在する建築物及び工作物を解体し、更地とする工事であること。 

※空き家等における家財等の処分は対象外とする。 

【補助金額】  

・工事に要する経費に対し、次により算出し、いずれかの低い額を基準とする（上限 30 万円） 

①解体工事に要した費用（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）に３分の１を乗じて得た額 

②国土交通大臣が定める標準除却費のうちの解体工事費に５分の４を乗じて得た額 

※算出した額に 1,000 円未満の端数があるときはこれを切り捨てるものとする。 

※補助の回数は、同一敷地内１回限りとする。 

【実施期間】 令和３年度～ 
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【申請に必要なもの】 

・着手前に申請書等の提出 

（添付書類等：①空き家の現況写真（４方向から確認できる写真）、位置図、平面図等 ②解体工事

にかかる見積書 ③所有者等であることを証するもの（建物及び土地の登記事項証明書、固定資産

家屋証明書又は固定資産税台帳記載事項証明書） ④相続人が申請する場合は、所有者の戸籍謄本

又は除籍謄本 ⑤委任を受けたものが申請する場合は、所有者又は相続人の委任状 ⑥申請者が町

外者の場合は、住民票及び納税証明書（前年分） ⑦誓約書（様式第２号） ⑧その他町長が必要

と認める書類） 

 

・実績報告書等の提出 

（添付書類等：①工事請負契約書の写し ②工事の状況を証する写真（施工前、施工中及び施工後） 

③産業廃棄物処理に関する処分証明書の写し（産業廃棄物管理表建築関連廃棄物マニュフェスト（Ｅ

票）等） ④領収書等の支払を証する書類の写し ⑤その他町長が必要と認める書類） 

 

【交付までの流れ】 

①交付申請（工事着手前）⇒ ②申請書類の審査⇒ ③交付決定⇒ ④実績報告⇒ ⑤額の確定⇒ 

⑥指定口座へ振込 

【備考】 

※交付決定者は、工事完了の日以降、当該土地を適切に管理しなければならない。 

※解体工事を行った当該土地の適正管理について、町長は近隣及び地域住環境に悪影響がある場合

等は、当該所有者に対し管理徹底を指示できるものとする。 
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